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■実施期間
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4. 

実用化
社会実装

CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業

活用事例・事業イメージ

直接補助事業(1/2)・委託事業

将来的な地球温暖化対策の強化につながるCO2削減効果の優れた技術について

開発・実証を行い、早期に社会実装することで、社会全体のCO2排出量を大幅

に削減。

2050年目標からバックキャストして特に政策上重要な技術課題を設定し、優

先テーマとして採択。初年度は委託事業で開始し、オープンイノベーションに

より異分野の企業等が連携することで複数の要素技術を同時並行で開発する体

制を構築し、後年度に補助事業に移行する等して確実な事業化を達成する。

上記の優先テーマ以外にも、建築物、再生可能エネルギー、循環資源、社会シ

ステムなどの分野について、事業化見込みが高く地球温暖化対策の強化につな

がる課題の採択・補助等を行う。

採択後の事業監督や中間審査を通じて、事業化・普及の確度を高める。

① 2030年度までの温室効果ガス26%削減、2050年までの80%削減、及び地域循環共生圏の構築に向け、あらゆる分

野において更なるCO2排出削減が可能な技術を開発し、早期に社会実装することが必要不可欠。一方、民間に委ね

るだけでは、必要なCO2排出削減技術の開発が十分に進まない状況。

② このため、将来の地球温暖化対策強化につながり、各分野におけるCO2削減効果が相対的に大きい技術の開発・実

証を政策的に進め、早期の実用化を図ることでCO2排出量の大幅な削減を目指す。

CO2排出削減技術の早期の社会実装を目指した開発・実証を支援します。

【令和２年度要求額 6,500百万円（6,500百万円）】

民間事業者等

平成25年度～令和４年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8339 FAX：03-3580-1382

■委託・補助対象

CO2排出大幅削減を通じた脱炭素社会の実現

地球温暖化対策を強化

対象の技術レベル領域

低コストな蓄電デバイス搭載定置式双方向充電シス
テムおよび小型双方向車載充電器を、開発・実証し、
EV等の普及促進を行うとともに、車載バッテリー
活用による分散型エネルギーシステムの構築を促進。

基礎研究 応用研究
技術開発 実証

地域
ニーズ

ニーズを踏まえた
重点テーマ設定

社会実装例

マイクロ水力発電 EVバッテリー ZEB


